
 

 

 

【 様式１ 】  

令和 ３ 年１ ０ 月２ ０ 日 

 

山形県知事 殿 

 

     申請者 

（ 〒 ９ ９ ０ －８ ５ ７ ０  ）  

本社所在地 山形市松波二丁目８ －１  

補助事業の実施場所 

（ ※本社所在地と 異なる場合のみ記載）  

商号又は名称 山形県庁株式会社 

代表者役職 代表取締役社長 

代表者氏名 山形 一郎            

 

令和３ 年度山形県中小企業パワーアッ プ補助金（ オンラ イ ン化促進支援事業）  

事業計画認定申請書 

 

 標記補助金の交付を受けたいので、 下記１ ． から ３ ． の書類を添えて事業計画の認定を申請し ます。  

 また、 当社は下記４ ． の事業主体と し て不適当な者のいずれにも 該当し ません。 こ の誓約が虚偽で

あり 、 又はこ の誓約に反し たこ と により 、 当方が不利益を被るこ と と なっ ても 、 異議は一切申し 立て

ません。  
 

記 
 

１ ． 【 様式２ 】 オンラ イ ン化促進支援事業計画書 

２ ． 【 様式３ 】 提出書類及び要件確認書 

３ ． その他提出書類等確認書に定める添付書類 

４ ． 事業主体と し て不適当な者 

（ １ ） 法人等（ 個人、 法人又は団体を いう ） が、 暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号） 第２ 条第２ 号に規定する暴力団をいう 。 以下同じ ） であると き

又は法人等の役員等（ 個人である場合はその者、 法人である場合は役員又は支店若し く は営業所

（ 常時契約を 締結する事務所を いう ） の代表者、 団体である場合は代表者、 理事等、 その他経営

に実質的に関与し ている者をいう 。 以下同じ ） が、 暴力団員（ 同法第２ 条第６ 号に規定する暴力

団員をいう 。 以下同じ ） であると き 

（ ２ ） 役員等が、 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をも っ て、 暴力団又は暴力団員を利用するなどし ていると き 

（ ３ ） 役員等が、 暴力団又は暴力団員に対し て、 資金等を供給し 、 又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、 運営に協力し 、 若し く は関与し ていると き 

（ ４ ） 役員等が、 暴力団又は暴力団員であるこ と を 知り ながら こ れと 社会的に非難さ れるべき関係を

有し ていると き 

受付番号 

 

 



 

【 様式２ 】  
オンラ イ ン化促進支援事業計画書 

１ ． 応募者の概要等 

（ １ ） 応募者の概要 

 

（ ２ ） 経営状況表（ 直近１ 期分の実績）                         （ 単位： 円）  

 令和 元年１ ０ 月～令和 ２ 年 ９ 月 

① 売上高 ４ ５ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

② 経常利益 ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

③ 当期純利益 ２ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 

※個人事業主の場合は、 青色申告決算書（ 損益計算書） で以下の費目（ 丸数字は所得税申告決算書の該当番号） が該当し ます。  

  売上高＝売上（ 収入） 金額( ①) 、 経常利益＝差引金額( ㉝) ＋利子割引料( ㉒) 、 当期純利益＝青色申告特別控除前の所得金額( ㊸)  

 

２ ． 事業内容（ 枠に収ま ら な い場合は、 適宜拡げて く ださ い。 複数ページ になっ て も 結構で す）  

（ １ ） 事業類型等 

 いずれか一つを選択し てく ださ い 

事業類型 ■事業者支援型（ 補助額 100 万円以内）  

□企業グループ支援型（ 補助額 200 万円以内）  

事業者区分 事業者支援型で応募申請の場合のみ選択し てく ださ い 

■中小企業 

□小規模事業者 

 

（ ２ ） 事業計画名（ 体言止めで３ ０ 字以内）  

※採択さ れた場合、 ホームページ上で公表いたし ます。  

Ｗｅ ｂ 会議システムの導入によるテレ ワーク 環境の整備 

商号又は名称： 山形県庁株式会社 

商号又は名称（ カ ナ） ： ヤマガタ ケンチョ ウカ ブシキガイ シャ  

代表者役職： 代表取締役社長 

代表者名： 山形 一郎 

郵便番号：  ９  ９  ０  ８  ５  ７  ０  （ ハイ フ ンなし の半角数字7桁で記載し てく ださ い）  

本社所在地： 山形市松波二丁目８ －１  

電話番号： ０ ２ ３ －６ ３ ０ －２ １ ３ ５  FAX番号： ０ ２ ３ －６ ３ ０ －３ ２ ６ ７  

Webﾍﾟ ｼーﾞ ：  ht t ps: //www. pr ef . yamagat a. j p/ 

補助事業の実施場所 （ 該当する 箇所に☑を 付し て く だ さ い）  

■ 本社所在地と 同一  □ 本社所在地と 異な る （↓以下に実施場所の所在地、事業所名を必ず記入してください） 

郵便番号：          （ ハイ フ ンなし の半角数字７ 桁で記載し てく ださ い）  

所在地：  

事業所名：  

 

電話番号：  FAX番号：  

担当者の役職及び氏名： ［ 役職］ 総務課長          ［ 氏名］ 山形 二郎 

担当者のﾒ ﾙーｱﾄﾞ ﾚｽ：  yamagat aj i r o@pr ef . yamagat a. j p 

資本金・ 出資金（ 円単位） ：     ３ ， ０ ０ ０ 万円 （ 個人事業主の場合、 記載不要です。 ）  

常勤従業員数：               ５ ０ 人  

創業・ 設立日（ 西暦）  １  ９  ８  ５  － ０  ４  － ０  １  （2021年1月1日は「2021-01-01」と記載） 

主たる業種（ 日本標準産業分類 中分類）  コ ード  ０  ９  名 称 食料品製造業 



 

（ ３ ） 企業概要 

※経歴や沿革、 許認可の状況、 営業日数・ 時間、 従業員規模、 現在の事業内容、 商品・ サービスの特徴（ 強みなど） 、 事業ごと の売

上比率、 商圏、 経営理念など 

 

（ ４ ） 補助事業の具体的な内容 

※主にこ の内容を審査し ます。 記載の分量で判断するも のではあり ませんが、 必要に応じ て画像や図表を用いながら 内容を具体的か

つわかり やすく 記載し てく ださ い。  

※自社にて作成するのが難し い場合は、 販売店や見積事業者等と 相談し て記載し ても 構いません。  

１ ． オンラ イ ン化促進のために取り 組む事業の内容                      

 ※事業計画に沿っ て、 具体的な事業目的と 事業内容、 現状の課題と その解決策、 他社と の比較など を 記載し てく ださ い。  

新型コ ロ ナの感染対策の長期化に伴い、 支店間の移動の自粛や在宅勤務・ 分散勤務などを実施し たが、

対面での会議や打合せができ ずコ ミ ュ ニケーショ ンが不足し たこ と 、 在宅勤務で社内の業務システムに

アク セスができ ず一部の業務が停滞し たこ と などが課題と なっ た。 よ っ て、 円滑なコ ミ ュ ニケーショ ン

の実現や事業継続対策はも と より 、 新・ ビ ジネス様式への対応や働き 方改革の実現のために、 Ｗｅ ｂ 会

議システム及びリ モート デスク ト ッ プ（ 社内パソ コ ンのデスク ト ッ プ画面を 遠隔操作） の導入によるテ

レワーク 環境の整備を 実施する。 併せて、 在宅勤務専用にパソ コ ン６ 台（ マウス６ 個） を購入する。  

 

２ ． 導入する設備・ 機器・ ソ フ ト ウェ ア等及びその用途・ 必要性、 オンラ イ ン化導入後の状況        

 ※画像や図表を用いながら イ メ ージ図を記載し ても 構いません。  

導入する設備・ 機器・ ソ フ ト ウェ ア等及びその用途・ 必要性 

・ Ｗｅ ｂ 会議システム（ Ｚ ｏ ｏ ｍ）  

本店と 支店と のオンラ イ ン会議を実施 

・ Ｗｅ ｂ 会議用大型ディ スプレイ  

 支店と のオンラ イ ン会議のため、 本店の大会議室に設置 

・ Ｗｅ ｂ 会議システム用マイ ク ・ スピーカ ー・ ヘッ ド セッ ト ４ セッ ト  

 本店に１ セッ ト 、 各支店に１ セッ ト ずつ配備 

・ リ モート 管理システム 

 リ モート デスク ト ッ プ（ 社内パソ コ ンのデスク ト ッ プ画面を遠隔操作） の導入のための環境構築 

・ 在宅勤務専用パソ コ ン（ ノ ート 型） ６ 台 

 本店に３ 台（ 在宅勤務で１ 日に最大３ 名利用可能と なる必要最低限の台数） 配布 

各支店１ 台ずつ（ 在宅勤務で１ 日に最大１ 名利用可能と なる必要最低限の台数） 配布 

・ マウス６ 個 

 在宅勤務専用パソ コ ンと 合わせて、 本店に３ 個、 各支店に１ 個ずつ配布 

【 沿革】  
昭和６ ０ 年に創業し 、 平成３ 年に山形県庁株式会社と し て法人格を 取得し た。  
【 許認可の状況】  
平成１ ０ 年に○○の認証を取得し た。  
【 営業日数・ 時間】  
○○日 
【 従業員規模】  
５ ０ 人（ 本店３ ０ 人・ ○○支店７ 人・ △△支店７ 人、 □□支店６ 人）  
【 現在の事業内容】  
○○事業：      △△事業：      □□事業：  
【 商品・ サービスの特徴（ 強みなど） 】  
○○、 △△ 
【 事業ごと の売上比率】  
○○事業： ○○千円（ ○○％）  △△事業： △△千円（ △△％）  □□事業： □□千円（ □□％）  
【 商圏】  
主な取引先は〇〇株式会社、 △△株式会社と なっ ている。  
【 経営理念】  
○○に挑戦する。  
△△を目指す。  



 

オンラ イ ン化導入後の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ． オンラ イ ン化導入後に見込まれる効果                          

 ※効果測定可能な具体的な数値目標・ 指標及び達成時期、 目標・ 指標に対する費用対効果などを記載し てく ださ い。  

（ １ ） 全社員を対象と し た在宅勤務体制の構築 

在宅勤務の実施状況 

Ｒ ３ ． ９ 月： １ ０ 人／月（ 社員の２ 割） ⇒（ 目標） 導入後： ４ ５ 人／月（ 社員の９ 割）  

（ ２ ） オンラ イ ン会議の推進 

  社内会議の実施形態 

Ｒ ３ ． ９ 月： 会議数２ ０ （ 全て対面） ⇒（ 目標） 導入後： 会議数２ ０ （ う ちオンラ イ ン１ ６ ）  

（ ３ ） 残業時間の軽減 

一月当たり の残業時間の状況 

Ｒ ３ ． ９ 月： 一人当たり 平均２ ０ 時間⇒（ 目標） 一人当たり 平均５ 時間 

（ ４ ） 出張旅費の削減 

  一月当たり の出張回数の状況 

  Ｒ ３ ． ９ 月： 一人当たり 平均５ 回⇒（ 目標） 一人当たり 平均２ 回 

 

３ ． こ れま でに交付を 受けた補助金等の実績説明 

（ １ ） 「 山形県中小企業スーパート ータ ルサポ補助金」 による採択状況について 

過去に採択さ れたこ と がある場合は、 採択さ れた年度と メ ニュ ー（ いずれか一つを選択） 、 事

業計画名を記載し てく ださ い。  

■ 

平成 29 年度～令和２ 年度に実施し た「 山形県中小企業スーパート ータ ルサポ補助金」 に採択さ れた 

採択年度 メ ニュ ー 事業計画名 

令和２ 年度 ■設備投資等促進事業 

□小規模事業者持続的発展支援事業 

在庫管理シ ス テ ムの導入によ る 生産性の

向上 

※複数ある場合は適宜行を追加し てく ださ い。  

□ 平成 29 年～令和２ 年度「 山形県中小企業スーパート ータ ルサポ補助金」 に採択さ れていない 

（ ２ ） 「 山形県中小企業パワーアッ プ 補助金（ 経営強靭化支援事業） 」 による採択状況について 

□ 
令和３ 年度に実施し た「 山形県中小企業パワーアッ プ事業費補助金( 経営強靭化支援事業) 」 に採択

さ れた ⇒本事業に応募するこ と はでき ません。  

■ 
令和３ 年度に実施し た「 山形県中小企業パワーアッ プ事業費補助金( 経営強靭化支援事業) 」 に採択

さ れていない 

 

 

 

 

 

 

 

・ Ｗｅ ｂ 会議システム 
・ 大型ディ スプレイ  

・ マイ ク ・ スピーカ ー・ ヘッ ド  
セッ ト ４ セッ ト  

・ 在宅勤務用パソ コ ン６ 台 
・ マウス６ 個 ・ リ モート 管理システム 



 

４ ． 経費明細表                                （ 単位： 円）  

注１ ． 経費区分ごと に（ Ａ ） 事業に要する経費、 （ Ｂ ） 補助対象経費、 （ Ｃ ） 補助金交付申請額、 （ Ｅ ） 積算基礎を 記入し てく ださ い。

合計のみで経費区分ごと に記載がない場合は要件不足と なり ますのでご注意く ださ い。  

注２ ． （ Ｃ ） 欄は、 事業者支援型の場合 10 万円以上 100 万円以内、 企業グループ支援型の場合 10 万円以上 200 万円以内である必要があ

り ます。  

注３ ． （ Ｃ ） 欄には０ 円を 記載し ないでく ださ い。 （ Ｃ ） 欄に０ 円を記入する 場合には当該経費科目を 使用するこ と はでき ません。 ま

た、 合計が（ Ｂ ） 補助対象経費×（ Ｄ ） 補助率以内になるよう に記載し てく ださ い。  

注４ ． 積算基礎には、 導入し よう と する機械装置（ 機種） ・ システム等の名称、 型式、 単価、 数量、 工数など経費の内訳を税込みで記載

し てく ださ い。 見積書に商品明細が書いてある場合には、 見積書参照と 記載し ていただいても 結構です。  

注５ ． 「 機械装置・ システム構築費」 に該当する取組みは必須と なり ます。  

注６  「 機器等購入費」 は単価 10 万円（ 税抜き） 未満のも のが対象と なり ます。  

注７ ． 補助金交付申請額は千円単位（ 千円未満切捨て） と し ます。  

経費区分注１
 

（Ａ）事業に要する 

経費 

（税込） 

（Ｂ）補助対象経費 

（税抜） 

（Ｃ）補助金交付申請額注２、３ 

＝（Ｂ）×補助率以内 （Ｅ）積算基礎注４ 

＝（A）の内訳 （Ｄ）補助率 ２ ／ ３ 

機械装置・システム構築費注５ 825,000 750,000 500,000 見積書参照 

機器等購入費 603,900 549,000 366,000 見積書参照 

委託・外注費     

合 計 （Ａ）   1,428,900 （Ｂ）   1,299,000 （Ｃ）注５、６、７      866,000  



【 様式３ 】  
提出書類及び要件確認書 

 

商号又は名称   ：  山形県庁株式会社                     

代表者役職・ 氏名 ：  代表取締役社長 山形 一郎                
 
１  提出書類確認書 

 令和３ 年度山形県中小企業パワーアッ プ補助金（ オンラ イ ン化促進支援事業） の申請にあたり 、 以

下の書類が揃っ ているこ と を確認し まし た。  

※確認し た書類については、「 書類チェ ッ ク 」 欄に☑し てく ださ い。  

※全てに☑ができ ない（ 書類に不足がある ） 場合、 補助金に申請するこ と はでき ません。  

書類が揃っ ている場合は☑し てく ださ い。  書 類 チ ェ ッ ク  該 当 な し 

① 【 様式１ 】 事業計画認定申請書 ☑ － 

② 【 様式２ 】 オンラ イ ン化促進支援事業計画書 ☑ － 

③ 【 様式３ 】 提出書類及び要件確認書 ※こ の様式です。  ☑  

④ 有効期間内の見積書の写し  

※機械装置（ 機種） の名称、 型式、 単価、 数量、 工数等の経費の内訳がわかる

も の（ ○○設備一式などの記載がさ れていないも の）  

☑ － 

⑤ 決算書の写し  

 ※法人は直近１ 年間の貸借対照表、 損益計算書、 製造原価報告書、 販売管理費

明細、 個別注記表、 個人事業主は直近１ 年間の所得税青色申告決算書の写し  

☑ － 

⑥ 上記①～⑤の書類を紙製のフ ラ ッ ト フ ァ イ ルに綴り 、表紙と 背表紙に応募者

名を記入のう え、 郵送にて３ 部提出 
☑ － 

⑦ 【 様式４ 】 事前着手申承認申請書 

 ※事業計画認定（ 採択） 後、 速やかに補助事業を開始する必要がある場合 
☑ □ 

 

２  要件確認書 

 令和３ 年度山形県中小企業パワーアッ プ補助金（ オンラ イ ン化促進支援事業） の申請にあたり 、 以

下の要件確認事項について誤り がないこ と を確認し まし た。  

※要件確認事項については、「 要件チェ ッ ク 」 欄に☑し てく ださ い。  

※全てに☑ができ ない場合、 補助金に申請するこ と はでき ません。  

確認事項に相違ない場合は☑し てく ださ い。  要 件 チ ェ ッ ク  該 当 な し 

① 令和４ 年２ 月28日（ 月） までに発注・ 契約、 納品・ 検収、 支払を完了するこ

と が可能な事業計画と なっ ています。  
☑ － 

② 同一の事業が国、県、市町村等の他の補助金に採択さ れたこ と はあり ません。 ☑ － 

③ 令和３ 年度山形県中小企業パワーアッ プ補助金（ 経営強靭化支援事業） に採

択さ れていません。  
☑  

④ 補助金交付申請額が、 事業者支援型の場合１ ０ 万円～１ ０ ０ 万円以内、 企業

グループ支援型の場合１ ０ 万円～２ ０ ０ 万円以内と なっ ています。  
☑ － 

⑤ 機械装置・ システム構築費【 必須】 を補助対象経費に計上し ており 、 機器等

購入費、 委託・ 外注費のみでの応募申請ではあり ません。  
☑ － 

⑥ 機器等購入費がある場合には、『 単価１ ０ 万円未満（ 税抜き ） のも の』 と な

っ ています。  
☑ □ 

 

＜御協力のお願い＞ 

様式１ 、 様式２ 及び様式３ については、 御協力いただける場合は、 郵送と あわせてWordデータ の提出

（ 下記メ ールアド レスあてメ ールで送付） も お願いいたし ます。（ メ ール環境がない等の理由により メ

ールでの提出が難し い場合は、 郵送のみの提出で構いません。）  

なお、 メ ールでの提出がない場合でも 、 補助金の審査上不利になるこ と はあり ません。  
 

送付先メ ールアド レス ：  power -up@dewazi . or . j p 



 

 

 

【 様式４ 】  

令和 ３ 年１ ０ 月２ ０ 日 

 

山形県知事 殿 

 

     申請者 

（ 〒 ９ ９ ０ －８ ５ ７ ０  ）  

本社所在地 山形市松波二丁目８ －１  

補助事業の実施場所 

（ ※本社所在地と 異なる場合のみ記載）  

商号又は名称 山形県庁株式会社 

代表者役職 代表取締役社長 

代表者氏名 山形 一郎          

 

令和３ 年度山形県中小企業パワーアッ プ補助金（ オンラ イ ン化促進支援事業）  

事前着手承認申請書 

 

 標記補助金の採択後、 下記１ の理由により 速やかに補助事業を開始する必要があるこ と から 、 下記

２ の遵守事項を承諾し たう えで、 補助金交付決定前の事業着手の承認を申請し ます。  
 

記 
 

１ ． 補助金交付決定前に事業開始が必要と なる理由 

見積事業者から リ モート 管理システムの構築・ 導入及び在宅勤務専用パソ コ ンの納入までに２ か

月以上を要すると 報告があっ たこ と から 、 事業実施期間内の令和４ 年２ 月２ ８ 日までに納品・ 検

収・ 支払を完了するためには、 補助金交付決定前に事業を 開始する必要がある。  

 

２ ． 遵守事項 

 当社は、 事前着手承認の申請にあたり 、 下記の遵守事項を承諾し ます。  

（ １ ） 事前着手の承認を受けた日より 前に行っ た発注・ 契約・ 支出行為は補助対象外と なるこ と  

（ ２ ） 事前着手の承認を受けた場合であっ ても 、 補助金交付申請手続きは必要と なるこ と  

（ ３ ） 事前着手の承認を受けた日以降に行っ た発注・ 契約・ 支出行為であっ ても 、 補助金交付申請時

に補助対象経費の内容等を改めて審査し た結果、 補助対象と なら ない場合があるこ と  

受付番号 

 

 


